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黒磯市埼玉地区における開拓集落の変容  
河野敬一・野木夕起子㌧川崎俊郎   
は，開拓期の早いものほど土地条件の良い場所を  
選んで立地し，条件の微妙な差が，入植後の変容  
過程や，現在の生業形態や景観にも様々な差異を  
生み出しているものと考えられる。本報告では，  
明治10年代に始まる埼玉地区への入植による集落  
の成立から現在までの変容過程を明らかにするこ  
とによって，農業限界地とも言うべき那須東原南  
部の開拓集落において，住民が土地を利用し生計  
を維持していく上で，いかなる条件が生業形態を  
制限し，それらにどう対応してきたかを考察する。   
那須野ヶ原の明治期の開墾の裡緯に関しては，  
那須野ヶ原西原と通称される現在の西那須野町域  
に含まれる開拓集落の研究が，従来多くなされて  
きが）。一方，現在の黒磯市域に含まれる束原の  
開拓集落については，残存している資料が極めて  
少ないこともあって相対的に研究は少ない。束原  
の南部に位置する埼玉地区に関しては『黒磯市  
誌』6）の記述，および磯忍（1988）7）の研究がある。  
『黒磯市誌』では，埼玉地区の明治期における開  
墾計画と，政府からの無償拝借と払い下げの経緯  
とその範囲の画定が示されているに過ぎない。そ  
れに村して，磯は，「中村宏平家文番」8）を用い，  
埼玉地区の明治期開墾計画の主導者，中村孫兵衛  
による無償貸下願いや開墾地の図面などから，明  
治20年代の土地拝借の経緯を詳細に明らかにし  
た。しかし，従来の研究は，入植以降の集落の展  
開や変容過程については明らかにし得ていない。  
一方，第二次世界大戦直後の埼玉地区に関しては，  
各務春雄（1952）9），関東束山農林試験場農業経営  
部（1954）の調査報告10）がある。とりわけ，各務  
春雄の報告は，農地解放前後の埼玉地区において，  
様々な項目についてなされた実態調査報告であ  
り，第二次世界大戦直後の埼玉地区を知る上で資  
料的価値が高い。  
Ⅰ はじめに  
黒磯市埼玉地区は，第1図に示すように，黒磯  
市街地から約2．5km西方，那珂川，熊川に挟ま  
れた那須扇状地東原の扇央部に立地する。扇状地  
の砂礫堆積層と火山性の酸性土壌，また30m～  
40mという深い地下水位のため1），明治前期まで  
は未開の原野であった。明治10年代に那須東原開  
墾社が開墾し埼玉集落が成立してからも，農業に  
適さない自然条件は埼玉地区のその後の変容過程  
に大きく影響を与えてきた。   
現在の埼玉地区は黒磯市の行政区で，上埼玉一  
区，上埼玉二区，下埼玉，埼玉開拓・那須農場と  
いう4区に区分される。埼玉地区には，1987年（昭  
和62）の時点で214戸存在する2）。明治前期の約30  
戸の入植以来，順次，開墾地の拡大を行い，大正  
期には26戸の新規入植による集落の拡大があっ  
た3）。さらに，第二次世界大戦後の緊急開拓事業  
による40戸の新規入植により4），現在の集落景観  
の原型ができあがった。開拓期の違う3つの集落  
第1図 調査対象地域  
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名が，栃木県知事宛に2，000町歩の土地拝借願い  
を提出したことに始まる。中村孫兵衛らが，那須  
野ヶ原に土地を求め農場経営を企図した明確な理  
由は明かではないが，中村孫兵衛が荒蕪不毛地の  
開拓に強い関心を持っていたことが大きな理由と  
考えられている14）。1881年（明治14年）になって，  
拝借願いのうち1，200町歩の無料貸し下げ許可指  
令が栃木県から出された。さらに，埼玉地区の北  
に隣接する青木農場，西に隣接する来襲耕社との  
間で土地の移動が行われ，約690町歩が那須東原  
開墾社の拝借地となった。無料貸下後9年経過し  
た1890年（明治23）に，拝借地690町歩余りが，地  
目の如何にかかわらず1町当たり1円で払い下げ  
られた。1889年（明治22）の「事葉成績取調番」に  
よると，那須東原開貌杜が払い下げを受けた土地  
合計690町の地目の内訳は，1887年（明治20）の実  
額として宅地が3町7反，畑が56町1反5畝で，  
残りが山林と牧場であったことが示されている。   
那須東原開墾社による農場経常の実態を示す直  
接的資料は現存しないが，聞き取りや開墾当初の  
地割の状況などから当時の梯子を概観してみよ  
う。   
那須凍原開墾社では，拝借地を現在の埼玉中央  
道路の両側，間口65閉（117m），奥行き85間（153  
m）の約1．8haの長方形の土地に分割し各入植者  
に割り当てた15）。第3図に当初の山戸当りの地  
割の模式図を示した。1．8haのうち，300坪．（10a）  
が宅地に，そして，宅地の北側には北西季節風に  
よる土壌の飛散を防ぐため林地を1反（10a）割り  
当て，「屋薬」と呼ばれる屋敷林が植林された。  
現在に残る屋塞は第二次世界大戦後に植林された  
ものであり，樹種としてはスギが多い。（写真1）  
宅地，林地を除いた約1．6baが耕地として割り  
当てられた。入植当初の耕地は畑のみであったと  
考えられるが，明治中期から大正期にかけて，那  
須疏水第二分水を利用して開田が進んだ。開墾当  
初の地割は，大正期に新たに開墾された「大正期  
開拓集落」の地割にも受け継がれ，写真2に示し  
たように，現在も明確に現存している。   
当初の入植戸数は明かでないが，現在に残る  
本報告では，埼玉地区を入植時期の差異により  
以下のように3集落に区分して考察を進める。第  
2図に黒磯市埼玉地区の小字界と村象集落の区分  
を示した。第一の集落は，明治初期の那須東原開  
墾社による開墾集落で「明治期開拓集落」とする。  
現在の埼玉中央道路11）の両側の下埼玉，上埼玉  
二区の字奈良，字上中条の部分がこれに当たる。  
このうち，第二次世界大戦後の農地解放まで那須  
束原開墾社の流れを汲む中村家の小作地であった  
「明治期開拓集落」の南部を「a」，後述するよ  
うに，明治後期から大正期にかけて藤田農場に譲  
渡された小作地を「b」と分類する。   
第二の集落は，大正期に藤田農場が新たに開墾  
した部分で「大正期開拓集落」とする。大正期に  
開拓した部分は，明治期開拓集落の北側の上埼玉  
と，東側の字稲村の部分の2地区に分けられ，便  
宜的にそれぞれ「大正期開拓集落a，b」とする。   
第三の集落は，第二次世界大戦後の緊急開菟事  
業による集落で「戦後開拓集落」とする。これは  
第二次世界大戦後，「明治期開拓集落」の西側に  
隣接して新たに作られた。この地区は，第二次世  
界大戦前までは山林として利用され，第二次世界  
大戦中に陸軍に接収され，軍用飛行場として利用  
された。そして，第二次世界大戦後に新たに開墾  
された集落である。この地区は，1946年（昭和21）  
以降，3期に分けて入植が行われ，各々が現在の  
埼玉第一～埼玉第三地区に対応する。これらを一  
括して本報告では「戦後開拓集落」と称する。  
Ⅱ 那須東原開墾社による明治期の農場経営  
1）埼玉地区への入植過程と小作経営   
開墾当初の埼玉地区の土地拝借の経緯について  
は，磯馴こよって明らかにされている12）。磯は，  
近年，埼玉県において所在が確認された那須束原  
開墾社の社長であった中村孫兵衛家の文書（「中村  
宏平家文書」）を用いて詳細な事実を明らかにし  
た。   
埼玉地区への入植の動きは，1880年（明治13）に，  
現在の埼玉県熊谷市在住13）の中村孫兵衛ほか9  
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第2図 埼玉地区における小字界と対象集落  
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1．8haを単位とした区画の数や，畑地の総面積  
が約56町であったことから推定して，およそ，30  
戸程度とみるのが妥当であろう。凍原北部の戸田  
農場の当初の入植戸数が34戸であったことか  
ら16），ほぼ同規模の農場であったということが  
できよう。   
那須束原開墾社は，那須疏水の開削に伴う1886  
年（明治19）3月の疏水配分の取り決めによって，  
那須疏水第二分水の水利権を獲得した17J。1886  
年に栃木県から認可された「疏水分量表」による  
と，那須疏水は毎秒2．8×10‾2m3（1立方尺）の  
流量を「1個」とし，全体で199．89個の流量があっ  
た。これらを，．拝借面積48町歩当たり1個の割合  
で比例配分された。この結果，那須東原開墾社を  
含む第二分水には51．89個（1．42mソ秒）の流違配  
分がなされ，そのうちの約40％に当たる20．49個  
の水利権を那須束原開墾社が獲得した。水利権は，  
農場の解体や土地の異動に伴って移転されたもの  
もあったが，各分水ごとの流量は現在まで変化し  
ていない。   
明治期の農業経営の実態を把握し得る資料は現  
存しないが，中村家所有地では小作人による維毅，  
豆類を中心とした畑地耕作が唯【一の収入源となっ  
ていた。中村家所有の畑地において，大正期の小  
作料は1反当り3．50円であったという。この小作  
料は，当時の情勢からそれ程高い借であるとはい  
えないものの，大正期の藤田農場の小作料が1円  
～2円であったことを考慮すると相対的に高い。  
このように，那須束原開墾社が開墾し中村家が所  
有していた明治期開拓集落は，畑作を中心とした  
農業に経営基盤を置いていた。土地条件の悪い埼  
玉地区においては，経営条件は極めて不安定なも  
ので，後で述べるように，藤田への土地移譲の大  
きな要因になったものと考えられる。  
2）中村家から藤田農場への土地譲渡過程   
当初，那須郡内の他の農場と同様，大規模な農  
場経営を目指した那須東原開墾社は，結社後約10  
年で解散し18），大正初期までの間に払い下げ地  
の大部分を藤田農場に譲渡していった。このよう  
〆一那須疏水第二分水  
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第3図 明治期開拓集落における一戸あたりの  
標準的な小作地（字奈良）  
（「地籍図」および聞きとりにより作成）  
写真1埼玉地区の屋轟（1988年6月撮影）  
写真2 明治期開拓集落における一区画の地割  
（1988年6月撮影）  
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な農場経営の挫折の原因には，埼玉地区の劣悪な  
土地条件による農業経営の困難さがあったと考え  
られる。那須栗原開墾社の農場経営の破綻を具体  
的に示す資料は現存しないが，昭和初期に明治期  
開拓集落の中の共有地19）に建てられた「那須束  
原開墾碑」の碑文の中の記述から，明治期の開墾  
の園難が想像される。   
「大平三三家文書」は，明治期の開墾初期に埼  
玉県に居住していた那須東原開墾社の中村孫兵衛  
の土地を現地で管理していた22）大平貞次によっ  
て書かれたものである。文書の内容は，1905年（明  
治38）から1920年（大正9）におよぶ。その内寄を  
第1表に日録として示した。  
『黒磯市誌』において，那須凍原開墾杜仲柑家）  
から藤田農場への土地譲渡に関する記述は，先に  
述べたように1905年と1908年のものが指摘されて  
いる。しかし，大平家文書によると，実際の譲渡  
の時期は，1905年（明治38）から大正期にわたり  
度々行われていた。たとえば，字稲村7番地にあ  
る墓地は5反歩の内，10分の1を1910年（明治43）  
に，10分の4を1916年（大正5）に藤田勇に売却し  
ている。また，第ユ表に示した資料21の中には「大  
正六年五月分割ス藤田二乗ル為メニ」とあり，大  
平家文番にみられる土地譲渡に関する記述のう  
ち，最も年次が新しいものである。1917年（大正6）  
までの土地譲渡以前に資料中にみられる藤田との  
墳は，第1表の資料25，40，51，61，73の5点の図面  
に示されている。これらの資料は，各年度の新規  
開墾地およびその計画を示した図面である。これ  
らの資料の中に記載されている「藤田界」という  
記述から，中村と藤田の土地の境界が明らかにな  
る。これによると，藤田農場に大部分の土地の譲  
渡が行われた1917年において，中村家の所有地は  
明治期開拓集落の南8軒のみであり，それらを取  
り囲む大部分の土地が藤田農場の所有地であった  
ことがわかる。   
以上のように，中村家から藤田への土地譲渡は，  
1905年に始まり，その後，1908年，1910年，1916  
年，1917年と5回にわたって行われた。その土地  
は，明治期開拓集落の周辺の山林や牧場地の譲渡  
に始まり，哉終的には埼玉集落の南の8軒を除く  
大部分が譲渡されていった。   
藤田農場への大規模な土地譲渡と並行して，中  
村家では小作人へ土地を譲渡し自作地の拡大を  
行った。これについて，以下に示した大平家文書  
の中の資料14，15の「土地譲与一札之諾」をもと  
に考察を試みる。  
（前略）…・抑開墾事業たるや百年撼珂収支相償は  
す林業の如き数十年の后に非されは其功期すへか  
らす東原開墾亦然り故に同志意気阻喪して往々去  
らんと欲す大平君亦屡々中村君に対し廃業の止む  
へからさるを以てす中村君之に処し自若として倦  
まず泰然として挫せず鋭意経常遂に今日あるを致  
す其苦衷想ふへきなり…・（後略）  
大正三年三月 鮎瀬善太郎 排  
昭利七年十血月 菊地藤吉 番  
また，埼玉地区の北方に位置する戸田農場にお  
いては，当初，アメリカ式の大農場経営を目指し  
たものの，早くも1舶4年（明治27）には，農業を主  
体とする擢営を見直し，造林・植林を行う林業経  
営を併用した経営に変更したことが明らかにされ  
ている20）。那須東原開墾社は農業経営以外に基  
盤を持たなかったことが軽骨の破綻の主要な原因  
であろう。以下にその経緯をみていこう。  
1890年（明治23）に無料拝借地の払い下げを受け  
た那須束原開墾社は，『黒磯市誌』によると，  
1905年（明治38）に約280町歩，1908年（明治射）に  
約340町歩と二度にわたり，藤田農場へ土地を売  
却したとされている21）。しかし，大平三三家に  
残る「契約書（明治四十一年二月十六日）」による  
と，同年に藤田農場に売却された土地の面積は  
322町3反6畝と記されている。また，このほか  
小作人への土地売却が行われていた事実が明かで  
あることなど，『黒磯市誌』の記述に関しては再  
検討が必要である。そこで本節では，大平三三家  
文書をもとに，明治中期から大正期にかけての埼  
玉地区の土地の異動状況について再検討を試み  
る。  
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第1表 大平三三家文書「新開拓地」目録  
資料No．   表   題 （内   容）   年 次   備  考   
1   （大平是清プロフィール）   大正13  
2～4  （人名リスト）   
5   大正九年小作調査   大正9   
6，7  覚（埼玉開墾 東那須野柑分村 黒磯市組入れ）  明治45   
8，9  契約書（藤E‖こよる土地買収）   明治42  
10～13  （小作人名簿？）   
14，15  土地譲与一礼之証（北川嵐 山林について）   16Rに図                       明治38  
16L，1ア  土地譲与一礼之証（熊谷，牧場について）   明治38  
18L  （字熊谷牧場分割）  図  
19R  図  
19L  （土地争論）  図  
20  
21  大正六年五月 藤田 残地 図面  大正6   
22  （境界大正三年度調）  大正3  
23  図  
24  図  
25  大正五年度開墾地  大正5   
26  図  
27  大正四年度開墾地 字北川原八四番地   図      大正4   
28   大正五年度開墾地   大正5  図   
29   大正三年度開墾地   大正5  図   
30   大正八年一月十日測量改メ認メ   大正8  図   
31   大正四年度調報告抑（大正五年調）   大正4  図   
32，33  大正四年度ヨリ水田目的事業始メ   大正3   
大正四年水田造（大正四年ヨリ大正八年分小作科）  
報告番  
犬正三年度開墾地調  
べ大正三年度開墾地調 北川原  
大正二・≡年度開墾地  
（開盤地小作金）  
大正三年調開墾地  
大正二年開墾地  
開墾地  
（土地拝借の契約者）  
土地開墾約定証書  
賓約番  
土地台帳謄本請求審（土地抵当権の細）  
（農工銀行への抵当地）  
移住願  
大正二年開墾目的  
土地開墾約定証書  
大正二年開墾目的  
大正元年新開墾地  
34  
35  
36…38  
39，40  
41  
42  
43～46  
47  
48～52  
53  
54～56  
57～59  
60  
61  
62～65  
65～67  
67，68  
69，70  
71，72  
73  
74．75  
???????????????
小作料  
図  
メモ「戦後解放」  
回  
図  
開墾者・小作人  
図  
（1987年10月の現地調査による。）  
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われている可能性が強く，それらの記載のみから  
土地譲渡の正確な年次を確定することはできな  
い。   
以上は，小作人への土地譲与に関する資料の中  
では最も早い明治期の資料であるが，1917年（大  
正6）にも「代次郎 弐反五七 大正六年更渡」，  
「瀬山菊之助 弐反五屯営渡ダリ大正六年四月  
中」との記述がある。また，資料5においては「大  
正九年土地賓捌地」との文字があり，明治期開花  
集落の大部分が藤田に売却された後に，中村家所  
有地として残った土地が小作人に売られたこと示  
唆している。中村家の小作8軒のうち，資料申に  
「熱度」あるいは「譲与」されたことが確認でき  
る事例が5軒ある。．どのような事情により小作人  
に土地が譲渡されたのかは不明であるが，農地解  
放までに藤田農場に加えられなかった南側8軒  
（明治期開拓集落b）のうち，5軒が第二次世界大  
戦後の農地解放を待たずに自作地を持つように  
なった。後述するように，藤田農場において新た  
に開墾してできた大正期開拓集落においては自作  
地を持つ農家が全く存在しなかったことと比較す  
ると，中村家所有地内ではいち早く農家の自立が  
行われたと見ることができよう。．そして，自作地  
の有無が，、大正納以降の農業経営の状況に差異を  
もたらす要因にもなった。   
中村家が土地を譲渡し，大正期以降，埼玉地区  
において小作経営を行った藤田農場は，現在の那  
須町黒田原を本拠とする藤田商会という炭問屋で  
あった。藤田商会は，明治20年代から埼玉地区の  
東に隣接する黒磯市来原地区において林業経営を  
行っていた。藤田商会が埼玉地区の土地を譲り受  
け，農業経営を行った理由や経緯は不明である。  
しかし，ここで明らかにしたように中村家が明治  
30年代後半から少しづつ土地を手放し，大正初期  
に所有地の大部分を譲渡した経緯を考慮すると，  
中村家が，農業経営のみによる農場維持は困難と  
判断し，製炭を営む藤田農場に農場経常を任せた  
とみるのが安当であろう。  
土地譲与仰一札之謹（資料14．15）  
那須郡東那須野村大字埼玉開盤  
字北川原八拾四番地山林反別六拾八町五反五畝  
拾五歩ノ内  
一 山林反別参反歩但分割之上二土地分与実効  
ヲ為ス分也 其ノ土地参反二村スル談論金  
額ハ金五拾円卜宝メタリ串  
但参拾八年弐月拾五日限リニ皆金払込可申  
健也名義書換登記移転ハ三十九年二月拾臼  
迫ノ内二実効を成立□候事  
精確ナル絵担＝翫ヲ流付候也其図面二周囲  
ノ軒数ヲ記人シ反丁ヲ加へ精確ナル其坪  
数九百坪譲与口口成事  
第弐 実地測嵐ハ器械拾間組用ユ之ヲ以テ実効  
ス  
節参 総額金払込済ノ巨ハ御実効□□成串  
範囲 各項目不紹行放シ帳時ハ無効二放サレ共  
異議無之候串  
明治参拾八年給壱月□【】  
那須耶束那須野村  
人宰埼玉開墾八袷四番  
氏  名  
管督音 大平頁次  
巾村孫兵衛殿  
この資料は，小作人の土地講話けの契約に関す  
るもので，これとほぼ同様のものがが資料16，17  
である。これらは「土地譲与一札ノ串」と表記さ  
れ，小作人およびその管智者である大平貞次から，  
中村孫兵衛に宛てられたもので，記述も譲り受け  
る側からの審き方になっている。   
土地の異動状況を公的に裏付けるものとして，  
土地台帳23）による検証が考えられる。先に示し  
た資料14，15の記述の中にも，「名義書換登記移転  
ハ三十九年二月拾日迫ノ内二実効を成立□候事」  
という一節があり，譲渡契約と同時に土地台帳や  
登記簿上の異動を行うことが明示されている。し  
かし，土地台帳上では明治41年以降，大正期にわ  
たって異動手続きがなされている。すなわち，当  
事者の申告を基本とする土地登記の異動は，実際  
に譲渡が行われてから相当期間が経過してから行  
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ある。このうち大正期開拓集落aの字上中催，字  
奈良の部分は，1921年（大正10）に山林が耕地及び  
山林（屋裏）に，それぞれ10筆，11筆に分筆された  
ことが認められる。このことから，同集落には  
1921年までに入植が終了していたと考えることが  
できる。また，土地台帳では確認できないが，大  
正期開拓集落aのうち字北川原と，大正期開拓集  
落bについても，聞き取りや小作台帳から推測す  
ると，遅くとも昭和初期には入植が終了していた  
ものと考えられる。   
大正期開拓集落の土地区画は，おおよそ明治期  
開拓集落の地割を踏襲して作られた。藤田農場が，  
一戸あたり1町8反（うち，宅地1反・屋塞1反・  
水田4反・畑地1町2反）を整備して小作人に与  
Ⅱ 藤田農場による大正期以降の農場経営  
1）大正期の開墾過程と「大正期開拓集落」の  
成立   
大正期の埼玉地区の開墾は，明治期以来の中村  
孫兵衛の開墾計画を引き継いで，藤田農場によっ  
て行われた。明治期開拓集落の北側の字上中条，  
字奈良の部分が開拓され，10名の小作人が入植し  
た。（大正期開拓集落a）続いて，大正期開拓集落  
aの西側の字北川原と，明治期開拓集落の東側に  
あたる大正期開拓集落bに入植が行われた。土地  
台帳でみる限り，大正期開拓集落aは1905年（明  
治38）に，大正期開拓集落bは1917年（大正6）に  
中村孫兵衛から藤田農場へ売却譲渡された土地で  
??????????
0      40m ト 」  
0     40m ±「        二  
第4図 大正期開拓集落における一戸あたりの標準的な小作地  
（「藤田農場小作台帳」および聞きとりにより作成）  
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えた。入植者に最低限の土地を与えて労働力を提  
供させ，開墾地の拡大を企図する農場経営方法が  
一般的とみられるなか，地主側で小作地を整備し  
て入植させるという形態はきわめて特異なものと  
考えられる。第4図a）に示すように，大正期開  
拓集落では，ほとんどが明治期と同様85間×65間  
の区画であったが，大正期開拓集落aのうち字北  
川原では，第4図b）のように120間×50間の縦長  
の区画になっている。   
大正期の埼玉地区において開田はどの程度行わ  
れていたのであろうか。土地台帳によると，1921  
年に明治期開拓集落で田の分筆・地目変更が認め  
られる。しかし，土地台帳上にみられる分筆・地  
目変更は，30年の開拓減税年期が切れたための一  
斉変更とみることができ，実際の開田はそれより  
も前に行われたとみてよい。大正期開拓集落につ  
いては，土地台帳では確認できない ものの，「藤  
田農場小作台帳」24Jに記載されている田を見る  
と，大正期開拓集落aでは1戸あたり約4反の田  
がみられるのに対して，同集落bではほとんど田  
を認めることができない。こうしたことから判断  
して，大正期までに開田が進んだのは，現在の埼  
玉中央道路の両側の集落列であったと考えられ  
る。このような形で開田化が進んだのは，水利権  
の大半が藤田農場の所有下にあったこと25），し  
かも，割り当て水量が限定されていたためと推測  
される26）。そのため各農家で独自に開田を進め  
ることができなかった。大正期における埼玉地区  
での開田・開畑は，地主が主導する形で計画的に  
行われたものと言えよう。  
2）藤田農場の小作経営   
大正期になると埼玉地区の大半が藤田農場に組  
み込まれ，中村家の小作人の大半は藤田農場の小  
作人となった。このため，藤田農場には明治期以  
来の小作人と，大正期に新たに入植した小作人が  
いたことになり，この明治期開拓集落の小作人と  
大正期開拓集落の小作人では，小作地面積とその  
地目や，小作料，自作地の有無，といった点で次  
のような差異が認められる。「藤田農場小作台帳」  
には各小作人の居住地，小作地の所在とその面積  
が畑地，田地ごとに記されており，昭和初期の藤  
田農場における小作経営の状況が，各開拓期別集  
落毎に把握できる。そこで，開花期別集落ごとに  
各々の′ト作人の小作地を集計し，規模順位に並べ  
たものが，第5図a）～C）である。また，藤田農  
場では第6回に示した明治期開拓集落の小作地  
と，大正期開拓集落の小作地に対する畑地小作料  
に次のような差異を設けた。すなわち，明治期開  
拓集落bの畑地に対しては，反当り2円を課し，  
大正期開拓集落の畑地に対しては反当り1円50銭  
を課した。こうした差異は，大正期開拓集落より，  
明治期開拓集落の方が土地条件が良く，相対的に  
生産性が高かったことを袈付けるものであろう。  
しかし，田地の小作料は差が設けられず，－一率反  
当り1俵となっていた。   
まず第5区Iaトb）を比較してみると，明治期  
開拓集落は総小作地面積にかなりのばらつきがみ  
られるのに対して，大正期開拓集落では両横の大  
きな差異は認められない。このなかで明治期開拓  
集落を詳細にみてみると，同集落内の小作人19名  
のうち13名が明治期開拓集落外の場所に小作地を  
有しており，その一方で集落内でほ区画内の小作  
地面積1．6町に満たない例が19名中17名も認めら  
れ，大正期開拓集落とは対照的である。明治期開  
拓集落内の小作地面積が，当初割り当てられた耕  
地面積1．6町に満たないのは，中村家が同集落の  
大部分を藤田に売却する1908年〝1911年（明治41  
～44）にかけて，各小作人に対して，宅地と，畑  
地のうち2～3反を譲渡し，同集落内の小作人は  
若干の自作地を所有していたためと考えられる。  
また，集落外の小作地のほとんどは字北川原に集  
中している。こうした集落外の耕地開墾の時期は  
不明であるが，明治期開拓集落では，当初の割り  
当て耕地の他，集落の西の字北川原を順次開墾し  
ていったことが推定できる。   
次に大正期開拓集落a，bについてそれぞれみ  
てみよう。大正期開拓集落aでは小作地規模がほ  
ぼ，1．6町から2町の範囲に収まっており，小作  
地を集落外に持つ例は，字東原に1例，字四方寺  
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に1例認められるだけである。その他の小作人は  
集落内に小作地を持っており，その面積もほぼ  
1．8町～2町である。さらに，大正期開拓集落の  
小作人は，宅地も藤田農場の所有になっており，  
自作地の所有は認められない。但し，同集落内で  
も字北川原と，’字上中條・字奈良では水田面積に  
ついて，前者が約3反なのに対して，後者は約4  
反と若干の差異を認めることができる。大正期開  
拓集落bは小作地面積自体が他の集落に比べて大  
きい傾向にあり，約1．8町～2町の規模に達する。   
次に，各集落別の平均小作地面積と小作料の関  
係を示した第2表によると，負担する小作料の一  
戸当りの平均は，畑地小作料では明治期開拓集落  
が25円41銭であるのに対して，大正期開拓集落a  
では19円10銭，同集落bは26円65銭である。畑地  
のみをみる限り，明治期開拓集落と大正期開拓集  
落bに余り差がみられず大正期開拓集落aの小作  
料が低い。また，田地小作料の平均は明治期開拓  
集落は3．73俵，大正期開拓集落aは3．8俵，大正  
期開拓集落bは3．1俵とあまり差がない。但しこ  
れは田地を持つ小作人のみの平均値であり，全体  
の平均値を出すとそれぞれ3．35俵，2．92俵，1．37  
俵，となり大正期開拓集落bの田地小作料負担が  
低いことがわかる。これらのことから，明治期開  
拓集落においては畑地，田地共に小作料負担が高  
く，大正期開拓集落では，水田イヒが進展していた  
と考えられる同集落aでは畑地小作料が低く，同  
集落bでは水田化の遅れの代わりに畑地小作料が  
明治期開拓集落なみになっていたものと考えられ  
る。このように小作料負担の面で，開拓期別集落  
の間に差がみられた原因としては，第一に，開墾  
時期の古い明治期開拓集落の方が，土地条件がよ  
かったのに射し，大正期開拓集落では農閑期に他  
所へ働きに行ったという聞き取りが4件，藤田農  
場での製炭業の下請け作業に従事したという聞き  
取りが1件それぞれ得られるなど，農業経営にお  
ける収益は余り高くなかったとみられることが推  
測される。第二に，明治期開拓集落の小作人の大  
半が小規模ではあるが自作地を所有しており，こ  
れが同集落の小作人の生活に有利に働いており，  
O  l  ：さ  
b）大正期開拓集落a   
O  1  2  3〔町）  
C）大正期開拓集落b  
凹地   離当娘落内の  割当典洛外の  
畑地 畑地   
第5図 昭和初期の藤田農場における小作地の順位規模  
（「藤田農場小作台帳」により作成）  
鵬86－   
相対的に高い小作料を払うことができたことがあ  
げられる。このように，小作料の開拓期集落別の  
差異は，農業生産性に差が存在したために設けら  
れたと考えられる。  
3）藤田農場による山林利用   
藤田農場の経営主体である藤田商会は，明治期  
から埼玉地区や，東に隣接する東原，藤田開拓な  
どにおいて相当規模の製炭事業を営んでいた。大  
正期における埼玉地区での山林利用は，開田・開  
畑事業，製炭事業の両面から重要で，藤田農場の  
重要な経営基盤であった。そこで，次に農業，林  
業の両面から大正期における同地区の山林利用を  
考察する。   
埼玉集落の中では，小作人は山林をおもに落葉  
採集による堆肥作り，下枝打，不必要な木の伐採  
などによる家庭用燃料の獲得などに利用してい  
た。小作人一戸あたりの山林利用面積は耕地と同  
面積であった。各小作人は，毎年山林の利用許可  
を農場側より得ており，小作人が継続的に特定の  
山林を利用することはなかった。これは，藤田農  
場の製炭事業に伴う山林伐採のため，毎年，計画  
的に山林の割当てが行われ，これに伴って各小作  
人の利用すtる山頼も毎年その場所が変化したため  
である。こうした山林利用の制限が，小作人の農  
業経営を制限する大きな要因にもなっていた。  
m2・0‖ ⊂コ1・Ol－j  
O  500m  
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第6図 大正期の畑地小作料の差異  
第2表 集落別地目別小作料  
開拓期別集落  
明治期  大正期a  大正期b   
各集落の小作人数  （名）  19   17   9   
一戸当りの平均′ト作地面積（町）   1．73   1．61   1．93   
一戸当りの平均畑地面積 （町）   1．14   1．32   1．82   
各集落の有水田小作人数（a）（名）  16   12   4   
各集落の給水田面積（b） （町）   6．57   4．96   1．24   
（a）／（b）  （町）   0．38   0．38  0．31   
一戸当りの平均畑地小作料（町）  25．41  19．10  26．25   
一戸当りの平均田地小作料（俵）   3．37   3．80   3．10   
（「藤田農場小作台帳」および聞き取り調査により作成。）  
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生産された木炭は，藤田農場によって集荷され，  
その大部分は東京の炭問屋へその時の注文に応じ  
て出荷されていた。出荷量の年次別・月別の変化  
を「貨物発送簿」より作成した第7固より見ると，  
1917年（大正6）の事例では，発送量は6”10月に  
少なく，冬季の暖房利用のために需要が増加する  
11月以降急激に増加するという傾向を見せてい  
る。第8図に1916年～1933年（大正5～昭和8）の  
うちの5年次27）の総出荷量に占める樹種別木炭  
出荷量の割合を示した。大正期には，松と椚，檎  
が交互に増減する傾向が認められる。昭和期の出  
荷には，出荷量全体に占める松炭の出荷量の割合  
が大きくなる。1940年（昭和15）に始まった陸軍の  
飛行場建設の際に伐採した藤田農場所有の山林約  
250町の大半が写真3のように松林であり，山林  
伐採は藤田農場の小作人が労働力の中JL、となった  
（写真4）。伐採された経木（大部分が松）は炭焼き  
職人により製炭され，小作人も土木作業や製炭に  
よってある程度の収入を得た。同飛行場は軍用地  
として接収され，第二次世界大戦後戦後，緊急開  
拓事業の用地となった。飛行場建設用地にみられ  
るように，昭和期に入って利周された山林の大半  
は松林であったと考えられる。   
以上，大正期以降，藤田農場を中心とした埼玉  
藤田農場における製炭事業は，専門の炭焼き職  
人によって行われていた。一部の小作人は，農閑  
期に，炭焼き職人のもとで製炭用に伐採した木を  
製炭しやすいように切りそろえる作業，木炭を俵  
に積める作業や，木炭を馬車などで黒磯まで運搬  
する作業などを行い農業外収入を得ていたが，原  
則として小作人は製炭にはかかわらなかった。「昭  
和八年職工勘定帳」によると，昭和初期の藤田農  
場の職人の数は11人で，それぞれ「小印」「岩印」  
などという符合をつけて呼ばれていた。職人は主  
として那須郡東部の八溝山系の諸相の出身者が多  
かった。木炭は「釜」と呼ばれる単位で生産され，  
1釜あたり桧で約100俵（約2，200kg），椚，檎で  
40～50俵（860～1，050kg）の木炭が生産された。  
職人は4～5人の家族と同居し，年間2～3釜の  
木炭を生産した。生産のサイクルは，毎年9月か  
ら翌年の4月頃まで炭焼きを行い，5～6月に山  
を移動し，7～8月に棄作りや炭焼き小屋作りな  
どを行った。製炭にあたって伐採される山林面積  
は毎年30町と決められており，藤田農場では字束  
原から北側の字藤田開柘の約300町の土地を10区  
画に分け，埼玉地区の山林と共に約30年サイクル  
で伐採を行い，30年後山林が再生すると再び伐採  
を行った。  
総量  
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第7図 藤田農場における木炭出荷量の月別変化（1917年の事例）  
（「貨物発送簿」により作成）  
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第8図 藤田農場における木炭の原料別構成比（1916年－1933年）  
（「貨物発送簿」により作成）  
1932年  
写真3 第二次世界大戦前の埼玉農場内の山林  
（「記念 藤田」昭和十五年より）  
写真4 飛行場建設に伴う山林伐採作業  
（「記念 藤田」昭和十五年より）  
第10図を比較してみると，土地台帳上で山林・畑  
とされている部分が，「藤田農場小作台帳」では  
既に畑・田となっている例がみられ，藤田農場に  
よる開墾事業が行われた部分を示している。開墾  
されたのは，大正期開拓集落a，bの他，明治期  
開拓集落の西側の字北川原の部分であった。その  
地区の開拓，小作経営，山林利用の状況を明らか  
にした。明治期に中村家により開拓された埼玉地  
区は，大正・昭和期になって藤田農場のもとで開  
墾が進み，耕地が増加した。昭和初期の土地利用  
の状況について，土地台帳上の台帳地目から作製  
した第9図と「藤田農場小作台帳」から作製した  
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第9図 土地台帳よりみた昭和初期の土地利用  
（「土地台帳 埼玉」より作成）  
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第10図 小作台帳よりみた昭和初期の土地利用  
（「藤田農場小作台帳」により作成）  
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他の広大な林野は，藤田農場の製炭事業の主要な  
原料供給地として残された。  
Ⅳ 第二次世界大戦後における埼玉地区の変容  
1）「戦後開拓集落」の成立   
現在の黒磯市埼玉開拓・那須農場地区は，第二  
次世界大戦後の開拓集落として，明治期開拓集落  
の南西部の軍用飛行場の跡地に形成された。一辺  
約1，500mのほぼ正方形の跡地にできた集落は，  
第11図に示したように束端の南半分の16戸を埼玉  
第一，西端を埼玉第二，束端の北半分の9戸を埼  
玉第三と，入植時期や出身県の違いによって三地  
区に区分された。埼玉第一，埼玉第三は旧黒磯町  
に，埼玉第二は旧来那須野柑に属していた28）。  
埼玉第二は，埼玉地区の他の集落とは離れて存在  
し，塩野崎新田とも呼ばれ，西方約1kmに存在  
する旧東那須野町地籍の塩野崎集落との関係が強  
い。このようなことから，ここでは明治期開拓集  
落に近接している埼玉第一と埼玉第三のみを埼玉  
地区の「戦後開拓集落」として考察の対象とする。   
戦後開拓集落への入植は，1946～1947年（昭和  
21ん22）に，埼玉第一，埼玉第三の順に行われた。  
埼玉第一は主として栃木県那須郡内出身者の入植  
が多く，埼玉第三は，長野県，青森県，福島県，  
新潟県などや，埼玉地区の北に隣接する青木農場  
0  
第11図 戦後開拓集落の行政区界  
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など出身地は様々であり，第二次世界大戦の復員  
軍人，引き揚げ者，軍需工場の勤務者などが入植  
した。入植者の大部分が農業に関して未経験で  
あったことから，入植時に現在の大田原市金丸地  
区にあった職業訓練所において共同生活のもとで  
農業の講習を受け，6ケ月間の訓練の後，土地を  
得て入植した。入植当時の住宅は粗末なもので，  
月々僅か3，000円の住宅補助で屋根の草吹き，壁  
の板張りもできず藁や臥を敷いて寒さを凌いだと  
いう。   
宅地は，東端の道路沿いに一戸につき4反が割  
り当てられた。耕地は一戸当り約2町の割り当て  
であった。同じ旧飛行場跡地の中でも場所によっ  
て土地条件の差が大きかった。旧飛行場跡地は，  
最北端で標高330m，最南端で310mと商に向かっ  
て繚い傾斜があるため，水利の面での差があるば  
かりか，北西部は「山」と呼ばれる林地が残され  
ていた。このような土地を公平に分配するため，  
叫声当り2町のうちの1町は土地条件の良い場  
所，残りの1町は土地条件の悪い場所を抽選で分  
配した。このため各農家の所有耕地は，その一例  
を第12図に示したように分散している。こうした  
所有耕地の分散傾向は，原則として宅地周辺部に  
集中して耕地を所有している「明治期・大正期開  
拓集落」と大きく異なる点である。他に採草地と  
して山林が－・戸につき2町余り分配されたため，  
第12回 戦後開拓集落における事例農家の所有地分散状況  
（聞きとりにより作成）  
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2）農地解放による「明治期。大正期開拓集落」  
の農業経営の変化   
那須のいくつかの農場では，昭和初期に小作人  
に土地を売却し，自作農を創設していったなか，  
藤田農場においては，明治期に中村家から土地を  
譲渡された一部の小作人を除くと，第二次世界大  
戦まで農地の自作化は行われなかった。このよう  
なことから，埼玉地区では，1947年（昭和22）の農  
地解放による農地の自作化は，農業経常に大きな  
変化をもたらしたものと考えられる。既に述べた  
ように，埼玉地区では明治20年代の入植以来，自  
給中心の畑作と，そして製炭を主とした林業が生  
業の中心であったが，林業経営のために，肥沃魔  
の低い埼玉地区では農業のために不可欠の採草巌  
が制限され生産力の向上を阻んでいた。農地改革  
に伴い，未墾林野の買収が行われ，林地利用の制  
限がなくなったことが農業経営の変化の要因の…  
つになった。   
第二次世界大戦後の埼玉地区については，昭和  
20年代に行われた各務春雄33），関束東山農林試  
験場農業経営部34）の実態調査が有効な資料とな  
る。本節では，こうした資料を用いて，第一に，  
土地所有および経営耕地面積の変遷について，第  
二に林地所有面積と林地利用について，第三に乳  
牛の導入に伴う家畜経営の変化について，農地解  
放の前後の変化が最も顕著に把捉できると予想さ  
れる1945年（昭和20）から1951年（昭和26）までの時  
期について考察していく。   
まず，農地解放によって土地所有および経営耕  
地面積状況はどのように変化したであろうか。土  
地所有については，農地解放を頓に，自作地の割  
合は，1945年（昭和20）の10．4ヲ‘から1951年（昭和  
26）の99．5％へと変化している。農地解放以前よ  
り主に経営面積1．5町以上の上・中層農家に自小  
作農家が存在していたが，農地解放によって，ほ  
ぼ全農家に対し，1．8haづつの耕地が払い下げ  
られた。1951年の時点で埼玉地区の絵耕地面積  
130町のうち田地20町，畑地は110町であり，その  
ほか，林野約150町が存在していた。一戸あたり  
に換算すると，耕地面積は1．9町となり，その内  
一戸当りの割当面積は4町4反余りであった。「開  
拓地営農実績表」29）によると，当初の一戸当りの  
開拓計画面積は，耕地2町3反，採草薪炭林地2  
町3反，とされている。所有耕地は，第二次世界  
大戦前の飛行場建設の際に表土が削られ表面が固  
められていた上に，萱や芝が一面に繁茂しており，  
入植後ただちに農業で生計を立てることができな  
い状況であった。そのため男は青木農場などで松  
の木の伐採作業に従事したり，那須山の硫黄の運  
搬・精製，埼玉県川口の鋳物製造などの出稼ぎに  
出，残った家族が開墾にあたった。『開拓三十年  
の歩み』30Jによると，当初の開墾には改造戦車  
で牽引する円盤プラウが使用されたが，表土が固  
く反転せず，万能鍬を用いた手作業に頼らざるを  
得なかった。円盤プラウによる作業は能率が悪  
かったにもかかわらず，農地開発営団の請負で行  
われたので，開墾補助金が営団への支払いに充て  
られ，入植者の収入にならず，苦境に追い打ちを  
かける結果となった。土壌改良には，山林の落葉  
や家畜の糞尿が用いられたという。開墾進捗状況  
は，入植後約10年経過した1956年（昭和31）の時点  
で，埼玉第一が87％，埼玉第三が71％と3り，い  
ずれも開墾計画面積に4”7反満たない状況で，  
開墾当初の困難が想像される。   
その後，開墾された畑地に作物が栽培されるよ  
うになるが，地味が悪く，水利が十分でなかった  
ため，当初は粟，稗，馬鈴薯，甘藷，陸稲，大豆，  
小豆，大麦，小麦など，雑穀類，豆類などが栽培  
された。一反当りの収量をみてみると32），陸稲  
10斗程度，大豆8～10斗，小麦8斗，大麦20斗と  
生産性は低い。このうち大豆，大麦，小麦などは，  
輸入量の増加にともなって価格が低下すると，  
徐々に作付量が減少し，インゲン豆，トウモロコ  
シが主として東京出荷用に作られるようになっ  
た。その後，1965年（昭和40）頃から埼玉第一は米  
作中心，埼玉第三は酪農中心と，生業形態に差異  
が現れてくるが，その背景には後に述べる埼玉第  
一の湯津上付からの水利権の獲得があった。  
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てられた。昭和30年代に第二分水の改修が行われ，  
写真5に見られるようなコンクリートの引水堰に  
よって各戸に引水されている。水路のコンクリー  
ト舗装化は，漏水を防ぐという大きな意味を持っ  
ていが鋸。分配当初の使用量は不明であるが，  
1988年（昭和63）年の使用料は，年間，水量1個当  
り50，000円と定められており，各農家では10，000  
訳は田0．3町，畑1．6町であり，林野は3．5町であっ  
た。次に，経営耕地面積別戸数分布を第13図に見  
てみよう。1933年～1947年（昭和8…22）の第13図  
a）を見るとl．5～2．5町に全農家の約72％が集中  
している。これは，埼玉地区における明治期以来  
の地割が1町8反を基準にしていたためであろ  
う35）。第13図b）に見られるように，1945年（昭  
和20）になると，2．5町～3．0町わ小作人が増加し，  
5反未満もなくなっており，全体として耕地面積  
は増加傾向にあった。農地解放後の1951年（昭和  
26）では，第13図C）に見られるように経常耕地面  
積は所有耕地にほぼ一致しているとみてよく，  
2．0町以上の戸数が約39％となり，昭和22年での  
約35％，それ以前の約25％と比べてはるかに多い。  
その主な要因として，林地解放による林地の所有  
によって林地利用が自由に行えるようになったこ  
とが考えられる。   
農地解放と同時に，藤田農場が所有していた那  
須疏水第二分水の水利権も各農家に分配された。  
各農家には一戸当りほぼ0．23個の水利権が割り当  
写真5 那須疏水第二分水と農家への引水堰  
（1988年6月撮影）  
〔戸〕  
1  2  3〔町〕  1 2  3〔町〕  1  2  3〔町〕   
a）1933年  C）1951年   b）1945年   
第13図 経常耕地面積別農家戸数  
各務春雄（1952）により作成  
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1）飼育頭数を増やすことは経常規模からみて  
困難である。   
2）堆肥獲得は乳牛での代替が可能であり，し  
かも乳牛の方が商品価値が高い。   
3）乳牛の購入資金を役馬売却によって補うこ  
とができる。  
などの理由があげられよう。また，役馬から乳牛  
への変化は，動力農具の導入を促進させたが，他  
方で役畜も動力農具も持たない農家を生むことと  
なった。  
～12，000円の使用料を払っている。   
林地所有とその利用はどのように変化したので  
あろうか。埼玉開拓においては，農地解放以前は  
大部分の林地が藤田農場の所有下にあり，小作人  
は1945年（昭和20）の時点で借入れ林地は一戸当り  
平均2．5町，総面積は175町であった。この林地か  
ら小作人は地味の悪さを補い地力を維持するため  
の堆肥を得ていた。地力を維持するためには，耕  
地のおよそ2倍の林地が必要であった。しかし，  
農地解放以前において，林地は藤田農場の重要な  
経営基盤となっていた製炭業の資材の供給地で  
あったため，農民の林野利用は制限され，既に述  
べたように，耕地と同面積の林地利用しか認めら  
れていなかった。そのため小作人の農業経営を圧  
迫していた。したがって，農地解放後，耕地の自  
作化の他に，林野の解放も強く求められた。一部  
の有力な農家は地主との個別交渉により林野の買  
収を行ったが，やがて農民が団結して農民組合を  
結成し，林野解放運動を展開した。その結果，総  
面積190町にまでおよぶ林野が農民の手に渡った。  
こうした林地分配は，採草地の増加と製炭材利用  
による採草制限の媛和とにより，生産力の向上を  
もたらし，また，林地の開田，開畑が自由に行え  
るようになり，耕地の拡大にも寄与した。   
この時期のもう一つの大きな変化に，家畜経営  
の乳牛導入に伴う変化があげられる。第14図に見  
られるように，各農家を耕作面積別に1．5町以下，  
1．5町～2．0町，2．0～2．5町，2．5～3．0町と区分し，  
乳牛の飼育頭数の変化から導入過程を追うと，ま  
ず，馬の飼育や商品作物の栽培をしていない中間  
層の農家が導入，次いで上層農家を中心とした中  
層以上の農家，やがて下層農家にも若干導入され  
たことがわかる。飼育戸数を全体でみると1947年  
（昭和22）以前の5戸に対して，1951年（昭和26）に  
は29戸，飼育頭数では7頭から38東へと大幅な増  
加を見せている。一方，1947年（昭和22）まで，堆  
肥獲得と役畜利用の目的で，農耕馬が79頸飼育さ  
れていたが，乳牛の導入によって減少していく傾  
向が，特に中層・下層農家で見られた。これには  
以下のような理由が考えられる。すなわち，  
1948  1950   
～49  ～51  
第14図 耕地面積別乳牛飼育戸数の推移  
各務春雄（1952）により作成   
以上みてきたように，農地解放によって従来の  
小作地の大部分を各農家が所有するようになった  
ことと，同時に林地の解放によって，林地の利用  
日的が製炭から採草へと変化したことが，生産力  
の向上と大きくかかわっていた。また，それまで  
の役馬に代わる乳牛の導入などによって，その後  
の商業的色彩を持った酪農経営の発展の基礎と  
なった。  
3）第二次世界大戦後の生業形態の変化   
入植当初，畑作を主体としていた戦後開拓集落  
では，1963年（昭和38）に湯津上村が保有していた  
那須疏水の水利権を獲得してから，水田化が可能  
になり，生業形態に大きな変化をもたらした。   
那須疏水開削当時から，湯津上村品川地区は第  
二分水の水利権4．99個（水量0．14m3／秒）を所有  
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りによると，第二次世界大戦中から農耕用として  
少数の牛を導入するようになった。1947～1948年  
（昭和22～23）から昭和30年代にかけて，中規模以  
上の農家で乳牛の導入が盛んに行われ，昭和30年  
代以降，那須山麓酪農業協同組合連合会が組織さ  
れるに伴って，本格的な酪農が行われるように  
なった。   
第3表に示した埼玉地区における家畜飼育農家  
数と頭数の推移によると，明治期・大正期開拓集  
落，戦後開拓集落ともに，乳牛の飼育頭数は増加  
傾向にあることがわかる。とくに，1960年（昭和35）  
から1970年（昭和45）にかけての飼育頭数の増加は  
めざましく，戦後開拓集落ではこの時期に，飼育  
頭数は5倍に増加した。これは，昭和29年（1954）  
の那須山麓酪農業協同組合連合会の発足に伴い，  
明治，守山，雪印，グリコなど乳業メーカーと提  
携した商業的酪農が行われるようになったことに  
よるものであろう。その後，1970年代になると，  
家畜飼育農家数の減少と共に，一戸当りの飼育頭  
数が増加する。この時期，牛乳の生産過剰による  
乳価の値下がりによって，′J、規模な酪農経営では  
成り立たなくなったことが考えられよう。聞き取  
りからも，1970年代に酪農をやめた人が多い。酪  
農経営規模が大きくなっていく傾向は，1970年代  
以降，現在まで続いている。  
していた。品川地区は那須扇状地の扇端部にあた  
り，埼玉地区北方で第二分水から分水して，約20  
kmに及ぶ「品川堀」と称する導水路によって水  
を得ていた37）。しかし，水路延長の長い品川堀  
は途中の漏水や盗水のため水路の維持管理に多く  
の資金を必要としたこと，扇端部に位置する品川  
地区では那須疏水を利用しなくても地下水の利用  
に有利な条件にあったことなどから，1963年（昭  
和38）に水利権を水量1個当り850，000円で上流地  
区に譲渡した。この時，埼玉地区では戦後開拓集  
落のうちの埼玉第一地区が1．0個（水量2．8×10‾2  
m3／秒），明治期・大正期開拓集落が1．2個（水量  
3．6×10‾2m3／秒）の水利権を買い上げた。戦後  
開拓集落の旧飛行場跡地は中央部がやや高くなっ  
ているため，東端を流れる品川堀からは東端の耕  
地のみ引水が可能であった。このようなことから，  
当初は宅地に近い耕地から水田化が行われ，中央  
部の耕地は1965～1967年（昭和40…42）以降，電気  
揚水ポンプによる地下水の供給によって初めて水  
田化が可能となった。こうして，埼玉第鵬におい  
ては米作が主流となった。   
一方，水利権を購入しなかった埼玉第三は酪農  
を導入し，作物も飼料作物としてのトウモロコシ  
や牧草に変わった。飼育頭数は一戸につき10～80  
頭と各農家でかなりの差がある。電気用水ポンプ  
の導入にあたっても，戦後開拓集落最北端と最南  
端では約20mの標高差があることから，とりわ  
け地下水面の低い埼玉第三地区では水田化は余り  
進行しなかった。   
このように，「戟後開拓集落」では，第二次世  
界大戦後の緊急開拓事業による入植，開墾の後，  
自給的作物を中心にした畑作と肥料獲得のための  
家畜飼育が行われ，昭和30年代後半になると，埼  
玉第一は米作中心，埼玉第三は酪農中心へと変化  
していった。   
明治期・大正期開拓集落においても，大正期ま  
でに開田・開畑が進んでいた明治期開拓集落南部  
に比べて，北部の大正期開拓集落で酪農の導入が  
盛んであった。埼玉地区では，従来，伝統的家畜  
としての農耕馬の飼育が主流であったが，聞き取  
第3衷 集落別乳牛・肉牛の飼育頭数・戸数の推移  
明治期・大正期  
年  開拓集落   
1960  乳牛  72（40）   33（19）  
肉牛  ◆5（4）   8（6）   
1970  乳牛  185（50）   167（21）  
肉牛   1（1）   1（1）   
1975  乳牛  194（23）   153（16）  
肉牛   6（5）   － ト）   
1980  乳牛  190（20）   174（11）  
肉牛  68（11）   10（4）   
1985  乳牛  220（16）   206（12）  
肉牛  326（17）   14（4）  
単位・頭（戸），－は資料欠  
（「世界農林業センサス農業集落カード」各年版  
により作成。）  
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酪農の導入・発展の一方で，1960年頃から電気  
揚水ポンプを利用した開田が盛んになる。先に述  
べたように，埼玉地区では，那須疏水第二分水を  
利用した水田耕作が行われていたが，電気揚水ポ  
ンプの利用によって開田が進み，水田面積は飛躍  
的に増大した。第4表を見ると，1960年（昭和35）  
から1970年（昭和45）の間に明治期・大正期開拓集  
落では，水田面積が45haから155haへと大幅に  
増大しており，逆に畑や山林の面積は減少してい  
る。このことから，この時期に水田化が盛んに行  
われたことがわかる。水田化のピークは減反政策  
の直前の1969年（昭和44）頃で，それ以降は次第に  
水田化は減少していく。  
第15図 農地解放前後の主要作物の作付割合の変遷  
各務春雄（1952）により作成   
作物ごとに見ても，反当収量は増加している。こ  
のことから，単に作付面積上の変化だけでなく，  
栽培技術等の質的な面からも向上が窺える。この  
ような農業基盤の安定化が，乳牛の導入やその後  
の水田化を可能にさせたと言うことができるであ  
ろう。また，自給的作物栽培から商品作物栽培へ，  
そして酪農の導入へという一連の推移から，より  
生産性の高い農業経営を目指す方向性が窺われ  
る。   
以上が，農地解放以降の埼玉地区における生業  
形態のおおまかな変化の流れであるが，近年，埼  
玉地区の農業経営にも変化が起こっている。すな  
わち，減反政策と，それに伴う転作，酪農から肉  
牛飼育への動き，兼業化，離農などである。   
減反政策は，1972年（昭和47）以降とられている  
が，埼玉地区でも昭和50年代になって，稲作に代  
わって，牧草やトウモロコシ等の飼料作物や，ビー  
ル麦等の栽培に切り替える動きが出ている。また，  
酪農から肉牛飼育への動きは，前述の通り牛乳の  
価格が低下し始めた14～15年前から起こってお  
り，第3表からも肉牛の飼育頭数が増加しつつあ  
ることが読み取れる。   
このような近年の農業事情の変化を背景にし  
て，明治期・大正期開拓集落と，戦後開拓集落と  
は，次第に別の方向に進み始めている。明治期・  
大正期開拓集落は，入植当初から，4反の水田を  
所有していたこともあり，主として畑作と水田耕  
作とに重点がおかれていた。そのため，牛乳の価  
格低下や減反政策による影響を強く受け，転作，  
兼業化，乳牛から和牛への転化を余儀なくされた  
第4表 開拓期集落別経営耕地面積の推移  
単位：ha  
（「世界農林業センサス農業集落カード」各年版により作成。）  
陸田に必要な電気揚水ポンプは，2～5軒程度  
の共同出資による設置が一般的であるが，那須扇  
状地の扇央部という土地条件のため，水脈まで40  
～50mのポーリングが必要であるという。また，  
1969年（昭和44）の例では，45mの深きの電気揚  
水ポンプを設置するために約180万円の費用がか  
かったということからも，埼玉地区における水田  
化が，農家にとって，かなり大きな経済的負担で  
あったということが言えるであろう。   
以上のように，農地解放以降，埼玉地区では酪  
農と水田耕作という二つの生業形態が主流となっ  
たが，これは，農地解放による農業基盤の安定化  
と，農家の現金収入の恒常化を求める動きによる  
ところが大きい。   
第15図には主要作物の作付割合を示したが，第  
二次世界大戦以前の埼玉地区では，大麦，小麦な  
どの栽培が中心であった。しかし，農地解放以降，  
タバコ ，飼料作物の作付割合が増加し，また，各  
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a）明治期・大正期開拓集落   b）戦後開拓集落  
第16図 専業・兼業農家の割合の推移  
（「世界農林業センサス」各年版により作成）  
用の状況は，以上に述べてきたような過程を通じ  
て作り出されてきたものである。そのなかでは，  
各開拓期集落別に，水利権の有軌 土地条件の微  
妙な差異など様々な要因によって，水田化が進行  
した部分と畑作が主流の部分といった分化を作り  
出してきた。  
Ⅴ 埼玉地区の変容過程 wむすびにかえて一  
本報告では，明治10年代から始まる黒磯市埼玉  
地区の開墾過程とその彼の変容過程を明らかにす  
ることによって，那須東原南部の開拓集落の特性  
を明らかにすることを試みた。   
開拓集落の変容過程を明らかにするために，明  
治前期から現在まで，三時期に区分して検討を  
行った。第…は，明治前期の那須東原開墾社によ  
る埼玉地区への入植から，藤田農場への土地譲渡．  
までの中村家による農業経営の時期である。第二  
は，大正期から第二次世界大戦までの，藤田商会  
による製炭業と小作経営の併存期である。最後は，  
第二次世界大戦以降の変化の時期である。埼玉地  
区では，各時期にそれぞれの経営主体のもとで新  
たな集落が成立してきたが，土地条件の微妙な差  
異が各集落の生業形態を制限してきた。以下に，  
その成果と問題点を要約する。  
ということができるであろう。一方，戦後開拓集  
落は，土地条件が余り耕作に適しておらず，当初  
から酪農を中心に発展してきた。その後，牛乳の  
価格低下などを背景にして生産コストを下げる努  
力が行われ，現在のような比較的規模の大きい酪  
農経営が行われるようになった。しかし，一方で  
は農業から撤退する家もあり，専業酪農農家のあ  
る一方，離農も進みつつあるという二極分化が見  
られる。こうした点は，第16図に示したように，  
明治・大正期開拓集落と戦後開拓集落の兼業農家  
の割合の変化からも裏付けられる。   
第17図に埼玉地区の現在の土地利用状況を示し  
た。ここでは，「昭和63年度黒磯市土地課税台  
帳」38）の現況地目をもとにして作成した。現在の  
埼玉地区は水田がほぼ全域に広がり，戦前の土地  
利用状況に特徴的に見られたような南北の標高差  
による水田の分布の遠いはほとんど見られない。  
しかし，土地利用の状況を詳細にみるといくつか  
の特徴が見出せる。戦後開拓集落では，北部の埼  
玉第三地区を中心に水田よりも畑が卓越してい  
る。現地調査によるとデントコーンやオーナヤー  
ドグラスなど飼料作物の栽培が中心である。一方，  
明治・大正期開拓集落では，耕地の大部分は水田  
化されているものの，大正期開拓集落bでは比較  
的畑が多い。このような埼玉地区の現在の土地利  
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第17図 土地台帳よりみた現在の土地利用  
（「昭和63年度黒磯市土地課税台帳」より作成）  
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第二次世界大戦彼の農地解放以降，埼玉地区で  
は各農家当り1．8haの割合で農地が解放された。  
一方，かつて藤田の農場の製炭利用林野だった場  
所に緊急開拓事業による戦後開拓集落が成立し  
た。戦後開拓集落の立地条件は，農業にとって明  
治期・大正期開拓集落のそれよりさらに悪く，当  
初，那須疏水の水利権も持たなかったため，水田  
化ができず酪農に特化していく農家が多かった。  
1965年頃から那須野ヶ原全域で電気揚水ポンプを  
用いた開田が盛んになると，埼玉地区でも開田が  
進んだが，40m以上という深い地下水蘭のため  
水田化のコストは極めて高く，水田化の進行は鈍  
かった。1970年噴からの米の生産調整という政策  
のなかで，明治・大正期から水田耕作に重点を置  
いていた明治・大正期開拓集落を中心に，離鼠  
兼業化が進行した。一方，水利条件が悪く，酪農  
に特化していた戦後開拓集落では，一般に兼業化  
の進行は横やかで，離農していく農家があったも  
のの，酪農経営の規模を拡大していく農家が多  
かった。   
以上，埼玉地区の明治前期からの変容過程をみ  
てきた。農業用水の乏しい那須扇状地の扇央部に  
立地する埼玉地区は，那須疏水節二分水の水利権  
は当初から持っていたものの，割り当て水量によ  
る開田には限度があり，生産性の低い畑作のみの  
鹿業経営による生活は極めて困難だった。そのた  
め，明治期の農場経営の計画は破綻した。大正期  
以降，林業経営を中心としていた藤田農場が農場  
経常の主体となることで農場経営を維持してき  
た。埼玉地区においては，製炭を中心とする林野  
利用が集落を維持するための重要な要素であっ  
た。また，林野は農業経営の面でも堆肥に利用す  
る採草地としての意義を有していた。土地条件の  
悪い埼玉地区では耕地の2倍の林野を必要として  
いたにもかかわらず，第二次世界大戦後の林野の  
解放まで小作農家の林野利用は耕地と南面積に制  
限され，農業軽骨を大きく制限していた。第二次  
世界大戦後も，水利権を持たなかった戦後開拓集  
落は，畑作のみで生計を維持することはできず，  
後に下流から水利権を得た一部の地域を除いて酪  
1889年に約690町歩の土地を得て最初の開墾を  
始めた那須東原開墾社は，一区画当り1．8haの  
長方形の土地を小作人に分配し，整然とした大農  
場経営を計画した。当初の入植戸数は30戸前後と  
推定された。那須疏水第二分水の水利を利用して  
順次開田を進め，大正期までに，ほぼ1戸当り4  
反の水田を開墾するに至ったが，土地条件の悪さ  
などから生産性は悪く，農業のみに頼っていた経  
営は破綻した。そのため大正初期までの間に，那  
須東原開墾社の代表者である中村孫兵衛家に僅か  
の土地を残して，土地の大部分を藤田農場に譲渡  
した。それと並行して小作人への小作地の譲渡が  
進み，明治期開拓集落の自小作農家が増加した。   
中村孫兵衛家から土地譲渡を受けた藤田農場  
は，明治期以来の林業経営を行いながら，埼玉地  
区において農場経営を行った。藤田農場は，明治  
期開拓集落の北側に新たに集落を計画し，農場経  
営の拡張を行った。しかし，明治期に意図されて  
いたような新たな大規模な開墾事業は行わなかっ  
た。とりわけ藤田農場の小作料は，畑地1反当り  
1円～2円と，極めて低く設定されていたことか  
らも，藤田農場は農場経営に経営の主力を置いて  
いたのではなく，製炭を主とする林業経営と農場  
経営を併用する経営意図があったものと推定され  
る。しかし，林業経営を併用していた他の農場の  
ように小作人が製炭関係の主要な労働力として機  
能していたという事実はなく，藤田農場内の農場  
経営と製炭事業とは原則として分離されていた。  
このような藤田農場の経営の中で，埼玉地区の小  
作人は如何なる意味を持っていたのであろうか。  
明治期からの農場計画と同様に1．8haの土地割  
を地主が開墾して与え，しかも，低い小作料で入  
植させた意図はどこにあったのかという疑問が起  
こる。昭和初期になって，他の主要農場の解体が  
進み自小作の増加が著しい中，藤田農場において  
は新たに自作地を持つ農民はいなかった。大正期  
から第二次世界大戦前までの埼玉地区の変容過程  
に関するより詳細な考察には，藤田農場の経常意  
図が如何なるものであったのかの解明が不可欠で  
あり，今後の課題として残された。  
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17）那須疏水百年史稲きん委員会編（1985）：『那須疏  
水百年史』，那須疏水土地改良区，372～381．  
18）那須凍原開憩社の解散時期については不明である  
が，1890年（明治23）の土地登記の時点で，所有者  
が那須米原開墾社でなく，中村孫兵術個人であっ  
たことから，すでに1錮0年には，那須米原開墾社  
は解散していたことが考えられる．  
19）「明治期開拓集落」中心部に当たる字衆良13－8番  
地に建てられた．  
20）本多静六（1952）：F本多静六体験八十五年』，諦談  
社，243ページ．  
21）前掲6），488”491．  
22）文啓資料中には，「管督者」という同番で示される．  
23）「土地台帳 埼玉」（黒磯市税務課，宇都宮地方法  
務局黒磯出張所資料）  
24）鈴木久敏家所蔵文審  
25）前掲17），384ページによると，1925年の時点で水  
利権を所有していた自小作農家は7軒で，水豊の  
総量も2．00偶に過ぎなかった．残りの18．49個ほ，  
藤田，中村，大平の3者が所有していた．  
26）前掲17），463ページによると，水量1個当りの水  
田両横は0．5ba程度であったことが推定されてい  
る．  
27）「貨物発送簿」（鈴木久敏家文審）は1915年（大正4）  
農に特化していった。このように，水利の有無は，  
埼玉地区の農業経営を維持するための重要な条件  
であった。   
本報告では，埼玉地区の自然環境が住民の生業  
形態を大きく制限してきたことを明らかにした。  
今後，先に指摘した藤田農場の経営意図について  
の疑問点の解明が必要である。経常分析からのア  
プローチによって，那須東原開墾社から，藤田農  
場への移転で農場を維持し得た要因の把握が可能  
となろう。こうした分析を通じて，埼玉地区にお  
ける開拓集落の変容過程を，より有機的に説明し  
得るものと考えられる。  
付 配  
本報告の作成にあたって，現地調査の際には，  
栃木県教育委員会の磯忍先生に御助力を賜りまし  
た。資料収集の際には，黒磯市行政課，黒磯市税  
務課，黒磯市都市計画課，黒磯市福祉事務所，宇  
都宮地方法務局黒磯出張所，那須疏水土地改良区  
の方々にお世話になりました。また，大平三三氏，  
鈴木久敏氏，佐藤辰彦氏には費重な資料を櫨供し  
て頂きました。なお，筑波大学人文学類の三好健  
治，比較文化学類の大江寿樹，池田孝子，曹澤玲  
子，大谷車史の各氏は昭和62，63年魔の歴史地理  
学実習においてデータの収集などに御協力頂きま  
した。ここに記して感謝申し上げます。   
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